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3月米国雇用統計 失業率がコロナ禍前の水準に迫る
今回の結果は次回FOMCにおける0.5％の利上げを後押しか

（審査確認番号 2022 - TＢ6）

2022年3月の失業率が2020年２月以来の水準に
4月1日に米国労働省が発表した3月の雇用統計
は、非農業部門雇用者数が前月比43.1万人増と
市場予想の同49.0万人増を下回ったものの、失
業率が3.6%(前月3.8％)と0.2ポイント改善し、
2020年２月以来約2年ぶりの低水準となりまし
た(図表1)。3月25日のハワイ州を最後に屋内で
のマスク着用義務が撤廃されたことなどにより、
対面で対応を行う飲食店等への来店客数が増加し
たことなどから、「接客・レジャー」の雇用者が
先月に続き大きく増加しました。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：非農業部門雇用者数と労働参加率

今回の結果を受け次回FOMCでは0.5％利上げか
非農業部門雇用者数はコロナ禍前の2020年2月
と比較して、約158万人少ない(2020年2月比で
99.0%)水準まで回復してきました(図表2)。16
歳以上の人口に占める労働力人口を示す労働参加
率は62.4％と足元では上昇基調を強めつつあり
ます(図表2)。非農業部門雇用者の増加数が2021
年５月以降11カ月連続で毎月40万人超となって
いるにもかかわらず、直近の求人数が1,100万人
を上回るなど、企業の人手不足が続いていること
から、企業の旺盛な採用意欲は継続しているもの
と考えらえます。
今回の雇用統計は非農業部門雇用者の増加数が
高水準を維持していることや、失業率がコロナ禍
前の水準に近付きつつあることから、市場では労
働市場は堅調という評価が優勢となっています。
今回の結果はパウエルFRB（米連邦準備制度理事
会）議長が示唆した、次回５月のFOMC（米連
邦公開市場委員会）における0.5％の利上げを後
押しするものとみられます。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比
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